
9 月 17 日自治総研セミナー岩永先生の社会住宅

自治総研セミナー コロナ禍で問われる社会政策と自治体 2人目のパネラー

日本女子大岩永先生、

日本の住宅政策は経済政策だった！

社会政策としての住宅政策にどう転換できるか？

社会政策としての住宅手当のあり方

・住宅扶助ー生活保護

・住宅確保給付金ー生活困窮者支援法

・借り上げ仮設住宅ー災害対策基本法

を社会政策に近いものとして検討。

・住宅扶助が 2015 に引き下げ。

生保ースティグマだけでなく適正化通知が未だに現場を支配。

大学進学を認めず、世帯分離をして学生が自立を強制される。

生保そのものの課題が大きい。

・住宅確保給付金は期限付きだが、所得要件が生保より緩い。

・借り上げ仮設は被災者ー家主契約に自治体が入るのに

多大なマッチングの労力はあったが特例の意義はあり。

ただし神戸市が 2015 年に転居した人と不公平として

打ち切りなど混乱。

短期的には今ある制度の拡充を追求しつつ

社会政策の住宅手当を作るべき！




